
附属明細書
\ 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損
損失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 損益内 損益外

建 物 2¶499¶000 3¶838¶800 ` 6¶337¶800 852¶910 269¶806 ` ` ` 5¶484¶890

機 械 装 置 14¶412¶713¶605 1¶502¶277¶959 687¶771¶264 15¶227¶220¶300 8¶515¶093¶616 1¶198¶175¶197 ` ` ` 6¶712¶126¶684

有形固定資産（償却
費損益内） 車 両 運 搬 具 156¶509¶032 20¶812¶229 18¶763¶500 158¶557¶761 138¶242¶004 2¶203¶713 ` ` ` 20¶315¶757

工具器具備品 2¶185¶572¶262 200¶431¶730 130¶119¶752 2¶255¶884¶240 1¶567¶202¶094 167¶049¶604 ` ` ` 688¶682¶146

計 16¶757¶293¶899 1¶727¶360¶718 836¶654¶516 17¶648¶000¶101 10¶221¶390¶624 1¶367¶698¶320 ` ` ` 7¶426¶609¶477

建 物 23¶304¶326¶272 882¶372¶480 158¶001¶339 24¶028¶697¶413 13¶029¶646¶715 1¶175¶134¶563 ` ` ` 10¶999¶050¶698

有形固定資産（償却
費損益外）

構 築 物 279¶341¶200 ` ` 279¶341¶200 189¶556¶583 7¶081¶514 ` ` ` 89¶784¶617

機 械 装 置 9¶906¶227¶525 672¶301¶544 ` 10¶578¶529¶069 5¶905¶217¶202 1¶428¶476¶048 ` ` ` 4¶673¶311¶867

計 33¶489¶894¶997 1¶554¶674¶024 158¶001¶339 34¶886¶567¶682 19¶124¶420¶500 2¶610¶692¶125 ` ` ` 15¶762¶147¶182

土 地 366¶378¶459 ` ` 366¶378¶459 ` ` ` ` ` 366¶378¶459

非 償 却 資 産 建 設 仮 勘 定 138¶781¶502 25¶519¶284 118¶819¶566 45¶481¶220 ` ` ` ` ` 45¶481¶220

計 505¶159¶961 25¶519¶284 118¶819¶566 411¶859¶679 ` ` ` ` ` 411¶859¶679

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 4¶982¶794¶229 4¶982¶794¶229 `

]未払金 (1¶812¶788¶307) (1¶812¶788¶307) (`)

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定に関する事項
\現金及び預金、]未払金
これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

［資産除去債務関係］
当法人は本部事務室については、不動産賃貸借契約を締結しており、また、検査場の敷地につい
ては、国から国有財産使用許可を受けており、賃貸借契約終了時又は検査場の建替・移転時に原状
回復する義務を有しているため、契約及び法令上の義務に関して資産除去債務を計上しております。

資産除去債務の見積りにあたり、使用見込み期間は４年から60年、割引率は1•459％から2•5％を

採用しております。

当該事業年度における資産除去債務の総額の増減は次のとおりであります。

期首残高 2¶264¶893¶303円

有形固定資産の取得に伴う増加額 1¶664¶085円

時の経過による調整額 51¶863¶586円

当事業年度末残高 2¶318¶420¶974円

［重要な後発事象］

該当する事項はありません。

［重要な債務負担行為］

該当する事項はありません。

（追加情報）

平成25年１月24日付けで閣議決定された「平成25年度予算編成の基本方針」において、「特別会計

改革の基本方針」（平成24年１月24日閣議決定）及び「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本

方針」（平成24年１月20日閣議決定）は、それ以前より決定していた事項を除いて当面凍結し、独立

行政法人の見直しについては、引き続き検討し、改革に取り組むこととされております。
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